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事例番号：２５０１１３ 

原 因 分 析 報 告 書 要 約 版 

 

産 科 医 療 補 償 制 度 

原因分析委員会第四部会 

 

１．事例の概要 

初産婦。妊娠３９週１日夜間に破水し、入院となった。妊娠３９週２日と

なった入院約４時間３０分後に陣痛発来となった。陣痛発来から約１時間後

に子宮口全開大が確認された。子宮口全開大から約３時間３０分後の時点で、

陣痛の発作時に胎児心拍数が９０拍／分台まで下降し、すぐに回復がみられ

ると判断され、子宮口全開大から約４時間３０分後の時点で、陣痛の発作時

に胎児心拍数が８０～９０拍／分まで下降し、間欠時に回復すると判断され

た。子宮口全開大から約５時間後に微弱陣痛で分娩の進行が遅いためオキシ

トシンによる陣痛促進が開始された。オキシトシン投与開始から約１０分後

に胎児心拍数が７０～８０拍／分台に下降し、回復に１分程度を要したため、

酸素投与が開始された。以降も胎児心拍数は６０～８０拍／分台への下降が

みられると判断された。子宮口全開大から約７時間後３０分後にクリステレ

ル胎児圧出法、吸引分娩が３回行われ、吸引分娩開始から２７分後に児頭が

やや横径のまま児が娩出された。羊水混濁は（＋）であった。頸部と左下肢

に１回ずつ臍帯巻絡がみられた。臍帯は卵膜に付着していた。 

児の在胎週数は３９週２日、体重は２４００ｇ台であった。臍帯動脈血ガ

ス分析値は、ｐＨ６．９０、ＢＥ－２０ｍｍｏｌ／Ｌであった。アプガース

コアは生後１分１点、生後５分４点であった。出生後より小児科医により蘇
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生が行われ、ＮＩＣＵへ入室となった。頭部超音波断層法で、左右脳室の狭

小および拡大は認めず、明らかな脳浮腫、脳室周囲高輝度域、脳室周囲白質

軟化症、脳実質の出血所見はみられず、異常は認められなかった。生後１６

日の頭部ＭＲＩでは、低酸素性虚血性脳症による変化が疑われるとの所見が

みられた。 

本事例は病院における事例であり、産婦人科専門医３名、小児科医２名と

助産師４名が関わった。 

 

２．脳性麻痺発症の原因 

本事例の脳性麻痺発症の原因は、分娩中に進行し、長く持続した低酸素・

酸血症であると考えられる。低酸素状態が発生したことの原因は、胎盤機能

不全が存在した胎児に臍帯の血流障害が加わったことである可能性が考えら

れる。低酸素状態にあった胎児に、分娩第Ⅱ期遷延による繰り返す子宮収縮

の負荷が加わったことで、低酸素・酸血症が重症化するに至ったと考えられ

る。さらに、胎児心拍数に異常波形が出現している状況で使用された子宮収

縮薬による頻回な子宮収縮、クリステレル胎児圧出法、吸引分娩が低酸素・

酸血症を増悪させた可能性がある。 

 

３．臨床経過に関する医学的評価 

妊娠中の管理は一般的である。 

胎児心拍数に異常波形が出現した際、および異常波形が持続し、分娩第Ⅱ

期遷延の状態となった際に、助産師が経過観察し、医師へ報告しなかったこ

とは基準から逸脱している。医師が、レベル５（異常波形Ⅲ）の波形が出現

してから急速遂娩実施までに約２時間を要したことは劣っている。レベル４

（異常波形Ⅱ）が持続している状態で、医師が胎児機能不全の判断、および



 - 3 - 

急速遂娩を考慮せず、子宮収縮薬の投与を指示したこと、レベル５（異常波

形Ⅲ）の波形が出現している状態で、医師が経過観察とし、子宮収縮薬を増

量したことは基準から逸脱している。子宮収縮薬使用に際して、文書による

同意を得なかったことは基準から逸脱している。残量が不正確である細胞外

液型の酢酸リンゲル液にオキシトシンを混入したことは一般的ではない。ま

た、記録どおり、残量３５０ｍＬにオキシトシン５単位を溶解し、投与速度

１０ｍＬ／時間で投与を開始したとすると、初期投与量、増加量は基準から

逸脱している。医師が胎児心拍数陣痛図の判読所見、および分娩第Ⅱ期遷延

の原因として微弱陣痛、胎児や産道の所見、評価を診療録に記載しなかった

ことは一般的ではない。 

新生児の蘇生・管理は一般的である。 

 

４．今後の産科医療向上のために検討すべき事項 

１）当該分娩機関における診療行為について検討すべき事項 

（１）胎児心拍数陣痛図の判読と対応について 

 院内での研修会を開催し、「産婦人科診療ガイドライン－産科編２０１

１」の再確認を行い、正しい判読方法を学習し、波形レベルに沿った対

応を行うことが強く勧められる。また、本事例では、妊婦健診時と入院

時とで使用されていた胎児心拍数陣痛図の記録用紙の胎児心拍数表示の

形式が異なっていた。基線細変動、一過性徐脈等が正確に判読できるよ

う、院内で記録用紙を統一することが望まれる。 

（２）子宮収縮薬について 

子宮収縮薬による陣痛誘発・陣痛促進を行う際には、日本産科婦人科

学会・日本産婦人科医会が取りまとめた「子宮収縮薬による陣痛誘発・

陣痛促進に際しての留意点」に則した使用法が勧められる。 
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（３）分娩管理について 

分娩第Ⅱ期は、胎児に負荷がかかる重要な時期であり、本事例では、

最終的に分娩第Ⅱ期が約８時間と明らかに遷延していた。遷延分娩とな

った場合は、微弱陣痛、児頭骨盤不均衡、回旋異常を疑う等、陣痛、胎

児および産道の評価を行い、分娩が遷延する原因の検索および対策を検

討し、さらに胎児状態を慎重に把握することが勧められる。 

（４）分娩監視装置の時刻設定について 

本事例では、診療録の記載時刻と胎児心拍数陣痛図の印字時刻にずれ

があった。分娩監視装置などの診療に関わる医療機器の時刻合わせを定

期的に行うことが必要である。 

（５）分娩監視装置の装着方法について 

本事例では、胎児心拍数陣痛図で子宮収縮波形が不明瞭な部分が散見

された。分娩監視装置の装着については注意を払い、胎児心拍数と陣痛

を確認することが望まれる。 

（６）診療録の記載について 

異常出現時の母児の状態、および分娩誘発・促進の処置や急速遂娩の

施行の判断と根拠については詳細に記載することが望まれる。 

（７）胎盤病理組織学検査について 

 胎盤病理組織学検査は、異常分娩における原因の解明に寄与する可能

性があるため、異常分娩となった場合や新生児仮死が認められる場合は、

原因究明を行う一助として、胎盤病理組織学検査を実施することが望ま

れる。 

 

２）当該分娩機関における設備や診療体制について検討すべき事項 

本事例では、分娩第Ⅱ期遷延、回旋異常、胎児心拍数の異常波形が出現
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した際に、医師へ報告されなかった。異常出現時の報告・対応について院

内で基準を作成し、医師と看護スタッフが連携して安全に分娩管理ができ

るよう検討することが望まれる。 

 

３）わが国における産科医療について検討すべき事項 

（１）学会・職能団体に対して 

特になし。 

（２）国・地方自治体に対して 

周産期母子医療センターは、当該地域における周産期医療の中心的存

在として、指導的立場で構築される必要があると考える。したがって、

一般の産科診療所、病院より高レベルの診療が要求されることから、周

産期母子医療センターの水準を向上させるよう、指導・支援を行うこと

が望まれる。 


